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　景気、業績の低迷で資金繰りが悪化し、借り入れ返済に窮している会社は、もはや企業再生の対象企業だけにとどまら　景気、業績の低迷で資金繰りが悪化し、借り入れ返済に窮している会社は、もはや企業再生の対象企業だけにとどまら
ない。会計事務所の顧問先にも多数発生している状況だ。では、そのようなときにどうすればよいのだろうか――。ない。会計事務所の顧問先にも多数発生している状況だ。では、そのようなときにどうすればよいのだろうか――。
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に相談する。金融円滑化法の運用で
は、金融機関相互の連携を求めてお
り、特にメーンバンクには主体的な
連携を求めているので、まずはメーン
バンクへの対応をきちんとしよう。
　相談の際は、資金繰りが厳しいと
いう会社の現状を説明するために、
月次試算表だけでなく、過去の損益
推移表、今後数カ月の事業計画表や
資金繰り表など、財務状況を示す資
料を準備しておいたほうがいい。返
済猶予の申し入れにあたっては、今
後の金融機関との取引に悪影響が出
ることを心配する経営者もいるかも
しれない。しかし資金繰りの窮状を
先送りして、手遅れになって相談す
るような事態にならないように、資
金ショートの事態に陥る前に自社の
現状を真摯（しんし）に説明したほ
うが、金融機関からの協力を得やす
いであろう。

⑵経営改善計画の作成

　貸し出し条件変更の申し入れを受
けた金融機関は、今後の経営改善計
画や返済計画を検討したうえで、そ
の実現に必要な条件変更等を行う。
申し込み時に経営改善計画がなかっ
たとしても１年以内に改善計画を策
定できると見込まれる場合には、先
に条件変更等を実施することが可能
となっている。
　経営改善計画書の作成については
会計事務所で力になれる部分が多い
だろう。会計事務所が金融円滑化法
の立法趣旨を理解したうえで協力体
制にあることを示すことができれ
ば、金融機関も安心して協力を応じ
てくれるはずである。

⑶経営改善の進捗報告

　金融機関と正常な取引を行ってい
る場合、年に一度金融機関に決算書
のみを提出するのが一般的である。
しかし、条件変更等を受けている期
間中は、業績の推移と経営改善計画
の進ちょく状況を定期的に報告する
必要がある。この期間中は経営が不
安定な状態であるため、少なくとも
３カ月に一度は金融機関に状況報告

を行い、情報共有することが自社と
金融機関の相互にとって有益となる
だろう。

⑷気を付けなければならないこと

　金融円滑化法によって、貸し出し
条件の緩和すなわち返済猶予が受け
られたとしても忘れてならないこと
は、これは一時的な状況であるとい
うことである。返済猶予を受ければ
資金繰りは一息つけるが、それは業
績を改善し復活をするための準備期
間であり、永遠に返済がストップす
るわけではないことを肝に銘じてほ
しい。
　新規融資に関しては、貸し付け条
件の変更等の事実のみで信用供与に
差をつけてはならないことにはなっ
ているが、実際は難しくなるであろ
う。返済猶予を受けて資金繰りが楽
になるのは毎月の借り入れ返済額の
みである。季節資金や設備資金など
のことを考慮して、早めに対応する
ことが重要である。

⒋ 企業再生的な支援が⒋ 企業再生的な支援が
顧問先を救う顧問先を救う

　企業再生の案件に携わっている
と、もっと早い段階で相談を受けて
いればと思うことが少なくない。日
常的な財務管理が不十分なために、
タイムリーな問題点の把握ができて
おらず、さらに経営の問題点に関し
て顧問税理士等に厳しい指摘を受け
ることもなく問題を先送りしている
ことが多い。
　会計事務所が提供するサービスに
は月次決算の監査、税務申告書の作成
などが基本業務であるが、加えて試
算表などに表れた窮境の兆候を見逃
さずに指摘し、その要因と改善策を
顧問先と一緒に考え、改善のきっか
けを与えてあげることができれば、
再生に向かう顧問先を救うことがで
きる。そんな会計事務所が増えれば、
厳しい景気状況が続く中で破たんす
る中小企業を減らすことができるだ
ろう。中小企業の早期再生に税理士
の果たす役割は大きい。 　 （おわり） 

　政府の中小企業支援政策として
は、民主党への政権交代、亀井前金
融大臣によるモラトリアム発言に端
を発した「中小企業金融円滑化法」
（以下、金融円滑化法）が挙げられる。
平成 21 年 11 月 30 日に成立した同
法だが、これによって企業は、借り
入れの返済猶予が受けやすい環境が
整った。

⒈ 金融円滑化法とは⒈ 金融円滑化法とは

　金融円滑化法は、同 21 年 12 月４
日に施行され、同 23 年３月 31 日ま
での時限立法である。当初は、「強
制的に借入金の返済を猶予する」構
想もあったものの、最終的には企業
からの貸し付けの条件変更の申し出
に対して、金融機関が可能な限り応
じて適切な措置をとるという「努力
義務」というかたちに落ち着いた。
　条件変更の申し出に対して金融機
関は本当に返済猶予に対応してくれ
るのだろうかといった心配もあった
が、金融庁の発表によると、施行日
から同 22 年３月 31 日までの中小企
業者の申し込み件数は、全国で 48
万 1367 件にも及び、このうち現在
審査中や企業からの取り下げを除い
た実行率は 98.3%（実行件数 36 万
8074 件／（実行件数＋謝絶件数 37
万 4491 件））に達するとのことであ
る。資金繰りに窮して貸し付け条件
の変更を申し入れる中小企業の多さ
もさることながら、金融機関の対応
にも一定の評価をすることができる
といえよう。

⒉ 金融円滑化法によって⒉ 金融円滑化法によって
何が変わったか？何が変わったか？

　そもそも金融円滑化法によって何
が変わったのか。中小企業において
は、返済条件を緩和してほしいとい
うニーズは以前から強くあったが、
それが簡単にできなかったのは、金
融機関が融資先企業を金融検査マ
ニュアルで「債務者区分」というラ
ンク分けをしていたことに理由があ
る。金融機関は、その「債務者区分」

ごとに異なる率で貸倒引当金の繰り
入れを行っている。返済の貸し出し
条件を緩和すると債務者区分を下げ
なくてはいけなくなり、それによっ
て貸し出し債権に対する引当率は高
くなるため引当金を積み増す必要が
出てくる。すなわち、条件を緩和す
ることは金融機関の業績悪化につな
がるのである。
　それが金融円滑化法に基づいて貸
し出し条件の変更を行っても、金融
機関は「債務者区分」を下げなくて
よくなった。そのため、貸し出し債
権について引当金を積み増す必要が
ないため、積極的な協力が可能と
なったのである。
　こうした措置は、実は同 20 年 11
月の金融検査マニュアルの改訂の
際に「貸出条件緩和債権の見直し」
としてすでに実施されていた。５
～ 10 年程度の「実現可能性の高い
抜本的な経営再建計画」の作成もし
くは、計画が作成できない中小零細
企業については経営改善の見通しを
示すシナリオがあれば、返済猶予に
応じても債務者区分を下げなくてい
いという内容だった。ただ同時に緊
急保証制度が実施されたため、返済
猶予よりは保証協会の保証を受けて
ニューマネーを求めた企業も多かっ
たのではなかろうか。
　今回の金融円滑化法施行と共に改
訂された金融検査マニュアルでは、
経営改善計画は、貸し出し条件の変
更日から１年以内に策定する見込み
があればよいと明記されるなど、さ
らに返済猶予が受けやすい環境に
なっている。

⒊ 金融円滑化法による⒊ 金融円滑化法による
返済猶予を受けるためには返済猶予を受けるためには

⑴金融機関への相談・貸し出し条件
　の変更の申し込み

　返済の猶予に関してはまず借入金
のある金融機関へ相談し、そのうえ
で申し込みを行う。申し込みは、口
頭でも効力はあるが、一般的には書
面の提出を求められる。借り入れ先
が複数ある場合はまずメーンバンク


